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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第39期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第38期

会計期間 
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日 

売上高            （百万円）  9,447  7,040  51,955

経常利益又は経常損失（△）  （百万円）  △165  356  2,378

四半期（当期）純利益又は四半期 

純損失（△）         （百万円） 
 △208  348  2,244

純資産額           （百万円）  6,206  13,718  8,651

総資産額           （百万円）  68,724  60,028  54,540

１株当たり純資産額        （円）  374.82  423.37  522.51

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）  （円） 
 △12.57  14.69 135.56

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額        （円） 
 －  －  －

自己資本比率           （％）  9.0  22.9  15.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー      （百万円） 
 1,311  △1,281  12,218

投資活動による 

キャッシュ・フロー      （百万円） 
 △70  △1,385  △451

財務活動による 

キャッシュ・フロー      （百万円） 
 △1,766  4,032  △11,783

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高         （百万円） 
 3,209  5,082  3,717

従業員数             （人）  337  331  311
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（ ）内は外書で、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人数（１人あたり１

日８時間換算）であります。 

  

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（ ）内は外書で、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人数（１人あたり１日８

時間換算）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成22年６月30日現在

従業員数（人）   （ ） 331 111

(2）提出会社の状況 平成22年６月30日現在

従業員数（人）   （ ） 172 21
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(1）売上高の状況 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）期中契約戸数 

 (注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3）契約残高 

 (注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日  

  至 平成22年６月30日） 
  

前年同四半期比（％） 

不動産販売事業（百万円）  5,867  －

不動産賃貸事業（百万円）  345  －

不動産管理事業（百万円）  520  －

報告セグメント計（百万円）  6,733  －

その他（百万円）  306  －

合計（百万円）  7,040  －

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  

戸数 前年同四半期比（％) 金額（百万円） 前年同四半期比（％)

不動産販売事業（百万円）  362  74.3  11,725  76.7

合計（百万円）  362  74.3  11,725  76.7

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

  

戸数 前年同四半期比（％) 金額（百万円） 前年同四半期比（％)

不動産販売事業（百万円）  484  73.9  16,826  81.7

合計（百万円）  484  73.9  16,826  81.7

２【事業等のリスク】
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 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

(1）経営成績・財政状態の分析 

① 事業別の業績 

 当社グループの平成23年３月期第１四半期（平成22年４月１日～平成22年６月30日）において、不動産販売事

業については、分譲マンション事業にて155戸及び戸建分譲事業やリニューアル事業に加え、リセール事業によ

り、当事業収入高は5,867百万円となっております。 

 不動産賃貸事業については、賃貸マンション及びその他事務所・店舗からの賃貸収益により、当事業収入高は

345百万円となっております。 

 不動産管理事業については、住居用マンション474棟（23,577戸）からの管理収益により、当事業収入高は520

百万円となっております。                                      

 その他事業については、マンション分譲に伴うオプション工事の受注による収入や不動産販売代理受託手数料

等により、当事業収入高は306百万円となっております。 

 この結果、当第１四半期における連結売上高は7,040百万円となっております。 

  

② 財政状態の分析 

 当社グループの当第１四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は、借入金の返済等がありました

が、新株予約権の権利行使による資本金及び資本剰余金の増加等により、総資産は60,028百万円と前連結会計年

度末に比べ5,487百万円増加しております。 

  

（流動資産） 

 新株予約権の権利行使による現預金の増加や、新規仕入れによるたな卸資産の増加等により、流動資産は

37,779百万円と前連結会計年度末に比べ4,895百万円増加しております。 

  

（固定資産） 

 事業用資産を購入したこと等により、固定資産は22,248百万円と前連結会計年度末に比べ591百万円増加して

おります。 

  

（流動負債） 

 契約進捗による前受金の増加や買掛金の増加等により、流動負債は30,560百万円と前連結会計年度末に比べ

1,327百万円増加しております。 

  

（固定負債） 

 借入金の長短区分の振替等により、固定負債は15,749百万円と前連結会計年度末に比べ907百万円減少してお

ります。 

  

（純資産） 

 新株予約権の権利行使による資本金及び資本剰余金の増加や四半期純利益の計上により、純資産の合計は

13,718百万円と前連結会計年度末に比べ5,067百万円増加しております。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ、1,364百万円増加し、5,082百万円となっております。 

  

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の減少は1,281百万円となっております。これは主に新規仕入によるたな卸資産の増加に

よるものであります。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は1,385百万円となっております。これは主に固定資産の取得によるものでありま

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の増加は4,032百万円となっております。これは主に新株予約権の権利行使によるもので

あります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの主力商品であります分譲マンション事業は、購入者の需要動向及び供給者の供給動向に左右さ

れる傾向があります。購入者の需要動向は、景気動向、金利動向、住宅税制、消費税、地価動向等の影響を受け

やすく、また、供給者の供給動向は、土地の仕入代、ゼネコン等外注業者の外注価格の変動、外注業者の破綻、

新たな資金調達の困難性、金利等に影響を受けやすいことから、それらの動向が変動した場合には、経営成績に

重要な影響を与える可能性があります。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。 

  

当第１四半期会計期間において、下記のとおり大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、それぞれ

下記のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社

として平成22年６月30日現在における実質所有株式数の確認はできておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  62,000,000

計  62,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容

普通株式  33,386,070  33,386,070
東京証券取引所 

(市場第一部)  

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  33,386,070  33,386,070 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 

（注）  

 15,845,737  33,386,070  2,376  4,819  2,376  4,817

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１

号城山トラストタワー 
3,606,800 10.80 

ノルウェー銀行 

ノルウェー オスロ N-0107 

セントラム私書箱1179 バンク

プラッセン２ 

1,577,600 4.73 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  982,700 － 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であり

ます。 

完全議決権株式(その他) 普通株式  16,556,100  165,561 同上 

単元未満株式 普通株式  1,533 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  17,540,333 － － 

総株主の議決権 －  165,561 － 

  平成22年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義

所有株式数(株) 
他人名義

所有株式数(株) 
所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

（％） 

㈱タカラレーベン 
東京都新宿区西新宿

二丁目６番１号 
 982,700  －  982,700  5.6

計 ―  982,700  －  982,700  5.6

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円）  547  485  388

最低（円）  387  304  315

３【役員の状況】

2010/08/11 15:40:4210669885_第１四半期報告書_20100811154003

- 8 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限

責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,104 3,766

受取手形及び売掛金 337 291

販売用不動産 ※2, ※3  8,358 ※2, ※3  5,896

仕掛販売用不動産 ※2, ※3  20,259 ※2, ※3  19,987

その他 ※2  3,756 ※2  2,981

貸倒引当金 △38 △39

流動資産合計 37,779 32,884

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1, ※2, ※3  5,701 ※1, ※2, ※3  5,520

土地 ※2, ※3  15,382 ※2, ※3  14,961

その他（純額） ※1, ※2  74 ※1, ※2, ※3  78

有形固定資産合計 21,158 20,560

無形固定資産 ※2  521 ※2  496

投資その他の資産   

その他 ※2  800 ※2  837

貸倒引当金 △231 △238

投資その他の資産合計 569 599

固定資産合計 22,248 21,656

資産合計 60,028 54,540

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  3,820 ※2  2,881

短期借入金 ※2  8,309 ※2  5,334

1年内返済予定の長期借入金 ※2  16,238 ※2  18,958

未払法人税等 51 102

引当金 134 145

その他 2,006 1,811

流動負債合計 30,560 29,233

固定負債   

長期借入金 ※2  14,781 ※2  15,723

引当金 167 163

その他 799 768

固定負債合計 15,749 16,656

負債合計 46,309 45,889
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,819 2,442

資本剰余金 4,949 2,572

利益剰余金 5,267 4,952

自己株式 △1,295 △1,295

株主資本合計 13,741 8,672

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △22 △21

評価・換算差額等合計 △22 △21

純資産合計 13,718 8,651

負債純資産合計 60,028 54,540
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（２）【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 9,447 7,040

売上原価 7,410 4,763

売上総利益 2,036 2,277

販売費及び一般管理費 ※  1,941 ※  1,519

営業利益 94 757

営業外収益   

受取利息 1 7

受取配当金 1 1

受取手数料 14 11

匿名組合投資利益 13 －

雑収入 13 2

営業外収益合計 44 23

営業外費用   

支払利息 294 312

株式交付費 － 110

雑損失 10 2

営業外費用合計 305 424

経常利益又は経常損失（△） △165 356

特別利益   

投資有価証券売却益 1 －

貸倒引当金戻入額 － 9

賞与引当金戻入額 27 0

過年度損益修正益 － 49

その他 － 2

特別利益合計 28 62

特別損失   

固定資産除却損 24 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10

過年度税金 － 32

減損損失 12 －

投資有価証券評価損 － 8

投資有価証券売却損 － 2

その他 8 0

特別損失合計 45 54

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△182 364

法人税、住民税及び事業税 52 46

法人税等還付税額 △9 △12

法人税等調整額 △17 △18

法人税等合計 25 15

少数株主損益調整前四半期純利益 － 348

四半期純利益又は四半期純損失（△） △208 348
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△182 364

減価償却費 94 94

減損損失 12 －

引当金の増減額（△は減少） 51 △14

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10

受取利息及び受取配当金 △2 △9

匿名組合投資損益（△は益） △13 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △1 11

支払利息 294 312

固定資産除却損 24 0

売上債権の増減額（△は増加） △11 △46

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,664 △2,634

仕入債務の増減額（△は減少） △806 938

その他 589 91

小計 1,713 △882

利息及び配当金の受取額 2 9

利息の支払額 △292 △311

法人税等の支払額 △111 △97

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,311 △1,281

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付金の増減額（△は増加） － △571

有価証券の償還による収入 5 －

有形固定資産の取得による支出 △52 △782

無形固定資産の取得による支出 △20 △33

投資有価証券の売却による収入 13 4

投資有価証券の取得による支出 － △2

その他 △16 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △70 △1,385

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,660 777

長期借入れによる収入 1,734 2,150

長期借入金の返済による支出 △1,839 △3,614

リース債務の返済による支出 － △5

株式の発行による収入 － 4,753

配当金の支払額 △0 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,766 4,032

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △524 1,364

現金及び現金同等物の期首残高 3,733 3,717

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,209 ※  5,082
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 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日）  

 会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ０百万円、税金等調整前四半

期純利益は11百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は18百万円であります。 

【表示方法の変更】

 当第１四半期連結会計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

 （四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「短期貸付金の増減額」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとし

ました。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「短

期貸付金の増減額」は15百万円であります。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第１四半期連結会計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年６月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分する方法により算定しております。 

棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

2,409  ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

2,326

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。 

（1）担保に供している資産 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。 

（1）担保に供している資産 

なお、関係会社株式30百万円は連結財務諸表上、相

殺消去しております。  

販売用不動産 百万円7,953

仕掛販売用不動産   18,743

その他流動資産   94

建物及び構築物（純額）    5,492

土地    15,210

その他有形固定資産（純額）    20

無形固定資産（借地権）    224

関係会社株式   30

計    47,768

なお、関係会社株式30百万円は連結財務諸表上、相

殺消去しております。  

販売用不動産 百万円5,482

仕掛販売用不動産    18,355

その他流動資産   94

建物及び構築物（純額）    5,272

土地  14,753

その他有形固定資産（純額）    20

無形固定資産（借地権）  224

関係会社株式   30

計    44,233

（2）上記に対する債務 （2）上記に対する債務 

短期借入金 百万円7,874

１年以内返済予定の長期借入金    16,119

長期借入金    14,152

支払手形及び買掛金   2,950

計    41,097

短期借入金 百万円5,261

１年以内返済予定の長期借入金  18,378

長期借入金    14,936

支払手形及び買掛金  768

計    39,345

※３ 保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有

目的を変更したことに伴い、当第１四半期連結会計期

間において建物及び構築物 百万円、土地 百万円を

販売用不動産及び仕掛販売用不動産に振替えておりま

す。 

58 38

※３  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有

目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において

建物及び構築物 百万円、その他０百万円、土地

百万円を販売用不動産及び仕掛販売用不動産に

振替えております。 

     また、転売から開発及び賃貸へ保有目的を変更し

たことに伴い、販売用不動産 百万円を建物及び構

築物 百万円、土地 百万円に振替えております。

1,255

1,272

840

309 530

 ４  偶発債務(保証債務) 

連結子会社以外の取引会社等の金融機関等からの借入

金に対する保証債務 

 ４  偶発債務(保証債務) 

連結子会社以外の取引会社等の金融機関等からの借入

金に対する保証債務 

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関等に対する連帯保証債務 

百万円1,019

株式会社アズパートナーズ   151

株式会社アルカ    36

計    1,207

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関等に対する連帯保証債務 

百万円1,214

株式会社 アズパートナーズ     154

株式会社 アルカ         41

計    1,410
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当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

５ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め金融機関８社と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく当第

１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りです。 

５ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め金融機関８社と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりです。 

当座貸越極度限度額及び 

貸出コミットメントの総額 
百万円7,207

借入実行残高    4,513

差引額    2,693

当座貸越極度限度額及び 

貸出コミットメントの総額 
百万円7,234

借入実行残高    4,567

差引額    2,666
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 百万円436

販売手数料    53

販売促進費    569

給料手当     320

賞与引当金繰入額   56

役員退職慰労引当金繰入  2

退職給付費用  4

減価償却費  15

租税公課  55

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 百万円478

販売手数料    11

販売促進費    239

給料手当     297

賞与引当金繰入額   55

役員退職慰労引当金繰入  1

退職給付費用  9

減価償却費  18

租税公課  55

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 百万円3,341

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 △132

現金及び現金同等物  3,209

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 百万円5,104

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 △22

現金及び現金同等物  5,082
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 当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平

成22年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数 

  

 ３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 ４．配当に関する事項 

   配当金支払額  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社グループは、平成22年４月１日に新株予約権無償割当ての方法により発行いたしました第１回新株予約権

の行使期間が、平成22年５月31日に終了し払込みを受けました。この結果、当第１四半期連結会計期間において

資本金が2,376百万円、資本剰余金が2,376百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本金が4,819

百万円、資本剰余金が4,949百万円となっております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分の事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産販売事業：新築マンション等分譲事業 

不動産賃貸事業：事務所、店舗等の賃貸事業  

不動産管理事業：マンション管理事業等  

その他事業  ：販売代理事業等 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

４．従来、不動産賃貸事業、不動産管理事業は「その他事業」に含めておりましたが、当該事業区分の重要性

が増したため、当第一四半期会計期間より「不動産賃貸事業」、「不動産管理事業」として区分掲記してお

ります。 

  

（株主資本等関係）

普通株式 33,386,070株 

普通株式   982,771株 

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月22日 

定時株主総会  
普通株式 33 2 平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

  

不動産販売

事業 

（百万円） 

不動産賃貸

事業  

（百万円）

不動産管理

事業  

（百万円）

その他事業

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は全社 

 （百万円）  

連結 

（百万円）

売上高 

(1)外部顧客に対する 

売上高  

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

8,413 

－ 

330 

2 

469 

2 

 

234 

191 

 

9,447 

196 

 

－ 

(196) 

 

9,447 

－ 

計 8,413  332  472  425  9,643  (196)  9,447 

営業利益又は営業損失

（△） 
△85  82  55  49  103  (8)  94 
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前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

１．報告セグメントの概要  

  当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

  当社グループは、マンション分譲を中心に事業活動をしております。なお、「不動産販売事業」、「不

動産賃貸事業」、「不動産管理事業」を報告セグメントとしております。 

  「不動産販売事業」は、主に新築分譲マンション、リニューアルマンション、戸建分譲等を行っており

ます。  

  「不動産賃貸事業」は、事務所及び居住用マンション等の賃貸事業、「不動産管理事業」は、マンショ

ンの管理等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）  

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲マンションの販売に伴うオ

プション工事事業、不動産販売代理受託事業等を含んでおります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）  

                   （単位：百万円）     

  

（追加情報） 

  当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント 
その他 

（注）  
合計 不動産販売

事業 

不動産賃貸

事業  

不動産管理

事業 
計 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部売

上高又は振替高  

  

  

5,867

－

  

  

345

2

  

  

520

2

  

  

6,733

5

  

  

306

82

  

  

7,040

87

 計   5,867    347    523    6,738    388   7,127

セグメント利益    574    99    66    740    13    754

利益  金額  

 報告セグメント計 

 「その他」の区分の利益 

 セグメント間取引消去 

 

 

 

740

13

3

 四半期連結損益計算書の営業利益  757
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    当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

     著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 その他有価証券で時価のあるものが事業の運営において重要でなく、また前連結会計年度末日と比べて著しい

変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 当該資産除去債務が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略しております。 

  

    当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）  

     著しい変動がないため記載を省略しております。 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭423 37 １株当たり純資産額 円 銭522 51

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭△12 57

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭14 69

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △208  348

普通株主に帰属しない金額     （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）              （百万円） 
 △208  348

期中平均株式数           （千株）  16,557  23,711

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月４日

株式会社タカラレーベン 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柳下 敏男  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 髙橋 秀彰  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

レーベンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラレーベン及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

  ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月４日

株式会社タカラレーベン 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柳下 敏男  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 髙橋 秀彰  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

レーベンの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラレーベン及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

  ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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